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新青森県総合運動公園50mプール

私たちの
生活と税金



※令和6年度から個人住民税均等割と併せて1人年額1,000円
　を森林環境税（国税）として市町村が課税・徴収しています。
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市町村税は、自主財源の約3分の2を占めており、市町村にとっても貴重な財源となっています。

県税
1,560億円
(22.0%)

諸収入
479億円
(6.8%)

財産収入
その他
846億円
(11.4%)

地方消費税
清算金
715億円
(10.1%)地方交付税

2,121億円
(29.9%)

民生環境保健費
1,456億円
(20.5%)

教育費
1,385億円
(19.5%)

民生費
2,561億円
(34.5%)

総務費
1,030億円
(13.9%)

教育費
810億円
(10.9%)

土木費
665億円
(8.9%)

衛生費
646億円
(8.7%)

消防費
347億円
(4.7%)

農林水産業費
268億円
(3.6%)

その他
391億円
(5.3%)

商工労働費
696億円
(9.8%)

土木費
684億円
(9.6%)

警察費
338億円
(4.8%)

農林水産業費
479億円
(6.8%)

その他
1,167億円
(16.4%)

公債費
890億円
(12.6%)

公債費
704億円
(9.5%)

地方交付税
2,089億円
(28.1%)

国庫支出金
1,092億円
(15.4%)

国、県支出金
1,954億円
(26.3%)

自主財源
（43.2％）

依存財源
（56.8％）

その他
288億円
(4.1%)

地方譲与税
その他
463億円
(6.3%)

県債
528億円
(7.4%)

地方債
537億円
(7.2%)

その他
312億円
(4.3%)

歳　入
7,095億円
（100％）

歳　出
7,095億円
（100％）

歳出総額
7,422億円
（100％）

歳入総額
7,422億円
（100％）

 

  

 

自主財源
（32.1％）

依存財源
（67.9％）

市町村税
1,533億円
(20.7%)



　物価上昇等への対応として、令和８年度分の個人の住民税から各種所得
控除の引上げ（給与所得控除55万円→65万円等）やアルバイト等により
一定の収入がある大学生年代（19歳から22歳）の子等の親が受けられる新たな控除（特定親族特別
控除＜最高45万円＞）が創設されることになりました。

https://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/zaimu/zeimu/top.html

　民法の改正により、令和4年4月１日から、成年年齢が20歳から18歳に引き下げられました。
　個人の住民税は、未成年者の場合、前年の所得金額が135万円以下であれば課されませんが、成年
年齢の引下げにより、18歳、19歳の方は、この措置の適用を受けられなくなります。
　このため、18歳、19歳の方でも、一定の所得がある場合は、20歳以上の方と同様に、個人の住民税
が課されることになります（国の所得税は、年齢に関係なく一定の所得があれば課されます。）。
　就職やアルバイトにより給与を受け取るようになったら、給与明細で、自分がどれだけ税金を納め
ているか確認してみましょう。

令和8年度分の個人の住民税から各種所得控除が改正されます

県税事務所

各地域所管の県税事務所

青森県中央県税事務所

青森県中南県税事務所

青森県三八県税事務所

青森県西北県税事務所

青森県上北県税事務所

青森県下北県税事務所

　税務署、市役所・町村役場または県税事務所では、随時、税についてのご相談を受け付けています。納税
者が期限までに納税できないと認められる場合には、徴収が猶予されたり、納期限が延長されることが
あります。また、各種の軽減措置も講じられていますので、お気軽にご相談ください。


